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対外開放の拡大、外資参入の促進

2016年12月28日、李克強総理の主宰した国務院常務会議では対外開放を拡大し、積極的に外資を誘致する政策を取決め、公平、便利な市場環境を完備していく方針を固めた。

1、 会議の主旨
対外開放を基本国策として堅持することを決して動揺しないものとし、内外資を同一視する原則に基づいて、一層公平な競争環境を創り、ハイレベルの対外開放を推し進め、互恵互利を実現する。

2、 方針内容
（1） 「外商投資産業ガイド目録」及び関連政策法規を改訂し、外資企業によるハイエンド、知能、省エネなどの先進的製造業と工業デザイン、現代物流などの生産性サービス業への投資を奨励する。
「メイドインチャイナ2025」戦略の政策は内外資企業に同等に適用する。

軌道交通設備、オートバイ、アルコール燃料、油脂加工などの製造業分野の外資参入規制を撤廃する。

会計監査、建築設計などのサービス業への参入を開放する。

外資のBOTによるエネルギー、水利、環境保護、市政などのインフラ建設運営の参入を支持する。
（2） 外資に対して参入前の国民待遇プラスネガティブリスト管理モデルを実施する。

外資企業設立、変更などの手続きを簡素化、内外資の統一登録資本制度を導入し、外資会社の最低登録資本要求を取り消す。

業務許可証と資格の申請に関して統一基準、統一時限を適用し、税関登録、領収書の申請期間を短縮化し、各地区各部門は勝手に外資に制限を加えてはならない。

政府調達は法により平等的に外資企業の中国で生産する製品を取り扱う。

（3） 外資企業に国家科学技術プロジェクト及び標準化業務の参与を許可し、研究開発費用の控除計上、ハイテク技術企業優遇政策などの同等の適用を与える。
永住居留証を有する外国籍ハイレベル人材は技術型企業を設立する場合、中国市民と同等な待遇を享受する。

厳格に外資企業知的財産権を保護する。

（4）中西部地域の外資産業移転の受入を支援し、奨励類外商投資に対して資金、用地、所得税などに支援と優遇を与え、中西部地域の対外開放合作を加速化する。

· 「中華人民共和国環境保護税法」についての概要
2016年12月25日、全国人民代表大会常務委員会は「中華人民共和国環境保護税法」（以下、本法という）を採択し、2018年1月1日より施行を決定した。なお、計5章、28条で構成されている「本法」の趣旨を以下の通り紹介します。
1、 立法の経緯
本法は中国初の環境保護単行税法として、2回審議の上、6年間かかり、ようやく成立した。

2、 実施対象

本法の実施後、中国領域および中国管轄のその他の海域において直接に環境に納税汚染物を排出する企業及びその他の生産経営者は環境保護税の納税者として環境保護税を納付しなければならない。また、本法の所謂納税汚染物とは、本法添付の「環境保護税税目税額表」と「納税汚染物と当量値表」に決めた大気汚染物、水汚染物、固体廃棄物及び騒音を指すものである。
三、税率

環境保護税の税率としては、大気汚染物税額は汚染当量当たり1.2元から12元まで、水汚染物は当量当たり1.4元から14元まで、石炭脈石汚染物の税額は1トン当たり5元、危険廃物の税額は1トン当たり1000元、工業騒音の基準は、1-3、4-6、または16以上のデシベルを上回った場合、企業に対して、毎月、350元、700元または11200元を徴収する。

3、 実施主体

これまで、地方環境保護部門による法律執行兼汚染排出費の徴収を実施されてきたが、その方式の弊害が大きい。これから、税務部門は環境保護税を徴収し、地方環境保護部門は、環境執法を専念し、汚染排出企業への監督を一層強める。
4、 税の減免

本法は現行の汚染排出費を環境保護税に変更し、二段階の税収減免を設け、地方の引上げ幅を10倍までと限定する。

本法は、５種類の免税、２種類の減税できる状況を取り上げ、そのうちの４種類が環境保護標準の合致、引き上げにかかわる。工業汚染廃棄企業にとって、汚染排出濃度を最大限に引き下げることによって、環境保護税金の減納に繋がる。

五、損害賠償
環境汚染物を排出した企業とその他の生産経営者は本法によって環境保護税の納付後、その齎した損害に法的な責任を免れない。

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	１1
	全国人民代表大会常務委員会の「中華人民共和国環境保護税法」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2018/01/01

	２2
	財政部の「増値税会計処理規定」の配布に関する通知
	2016/12/03

	33
	国務院弁公庁の「養老サービス市場の全面開放と養老サービス品質の向上に関する若干意見」
	2016/12/07

	４4
	国家税務総局の企業所得税関連問題に関する公告
	2016/12/09

	５5
	国家郵政局、公安部、国家安全部の「物品郵送禁止の管理規定」の配布に関する通告
	2016/12/16

	6
	国務院弁公庁の個人信用体系創りの強化に関する指導意見
	2016/12/23

	２7
	最高法、最高検の環境汚染刑事事件審理法律適用若干問題に関する解釈
	2017/01/01

	38
	国務院税関税則委員会の2017年度税関調整方案に関する通知
	2017/01/01

	４9
	文化部の「インターネット演出経営活動管理弁法」の配布に関する通告
	2017/01/01

	５10
	文化部のインターネットゲーム運営の規範と進行事後監督管理業務の強化に関する通知
	2017/05/01
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